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研究要旨 

個人健康医療情報と日常の生体情報を統合管理する PHR は 、 超少子高齢社会の課題解決、遅れがちな患

者主体医療（ Patient Engagement ）の推進、頻発する災害や COVID 19 に代表される Pandemic の対策など

の核心ツールとて期待される。 

その一方、PHR は電子カルテの黎明期と同様に、標準化よりも商品化が先行しつつあり、データの相互運用性

確保が困難に陥ることが強く危惧される。その解決には標準情報規格の実装に加え、臨床上のユースケース

（以下 UC ）整備が不可欠であるが、その動きは遅い。例えば、患者へのガイドライン支援やデータ 2 次利用に

有用なデータ項目の多くが構造化されていない。 電子カルテでの血圧項目の非構造化が好例だが、枚挙にい

とまがない。つまり、各 UC に必要な項目を臨床的に構造化データとして定義し、入力支援機能や患者側の

IoT 入力で補完することは、データ相互運用性の確保のみならず、ガイドライン支援、データ 2 次利用など PHR

に期待される有効な機能に不可欠である。 反対に UC 策定を怠れば、 PHR は自由文中心の電子カルテビ

ューアに陥り、PHR の有効性とユーザビリティ、さらにはデータ保存性も欠く。 

本研究では、 データ 相互運用性・保存性の確保、PHR 有効性・ユーザビリティの向上を目的とする。臨床上

重要な疾患別 UC として、既存の生活習慣病標準 PHR 推奨セットに加え、COVID19 の標準 UC Common 

Pass ）や脳外科学会の脳卒中 UC 等を Open FHIR で構築する医療連携プラットフォームと PHR に実装する。

疾患非特異 UC では 、お薬手帳情報、厚労省標準の診療情報提供書と退院時サマリーを実装する。また、

Patient Engagement の推進 UC として患者報告アウトカムと動的同意取得機能を実装し、ユーザビリティとデー

タ 2 次利用可能性を向上する。システム間連携は、国際医療情報交換の標準規格である HL7 FHIR で実装す

る。電子カルテおよび PHR を Open FHIR を介して双方向に連携し、各 UC に応じた実証事業を実施すること

で、 UC ベースの PHR データモデルの確立を行う。 
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Ａ．研究目的 

 個人健康医療情報と日常の生体情報を統合管理す

る Personal Health Record（以下、PHR）は、超少子高

齢社会の課題解決、患者主体医療（Patient 

Engagement）の推進、頻発する災害やパンデミック対

策などの核心ツールとして期待されている。厚生労働

省のデータヘルス集中改革プラン（2020 年）や骨太

の方針 2022 と医療 DX 推進本部の施策としての全

国医療情報プラットフォームの創設にも PHR が含ま

れている。また、スマートシティ企画団体や自治体、各

事業者との連携も活発になりつつある。その一方、

PHR は電子カルテの黎明期と同様に標準化よりも商

品化が先行しつつあり、データの相互運用性と構造

化に課題を残している。これらの検討が不十分である

と、PHR 基盤や PHR 事業者を変更する際に、データ

移行が困難に陥り、個人の健康医療データの保存性

が強く危惧される。その解決には、標準仕様の実装と

臨床上のユースケース（以下、UC）の整備が不可欠

である。つまり、各 UC に必要な項目を臨床的に構造

化データとして定義し、入力支援機能や患者側の

IoT 入力で補完することは、PHR に期待される有効な

機能である。反対に UC 策定と標準情報規格の適用

を怠れば、PHR は自由文中心の電子カルテビューア

に陥り、有効性とユーザビリティ、さらにはデータ保存

性も欠く。 

 本研究では、臨床上重要な疾患に対応し、相互運

用性と保存性を確保した PHR 基盤と PHR アプリケー

ション（以下、PHR アプリ）を開発する。また、ユースケ

ースに対応した実証施設の利用者に使用してもらい、

PHR アプリの操作性とデータの有効性を検証し、課

題抽出とその解決を通したユーザビリティの向上が目

的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

１．PHR 基盤と PHR アプリの開発 

  PHR 基盤は、2016-18 年度の AMED 事業（山本

                                                      

1 https://100.city.fukuoka.lg.jp/actions/4345 

隆一代表）で構築した基盤を医療情報交換の国際標

準規格である HL7 FHIR で再構築し、PHR アプリと病

院電子カルテを連携する。病院検査結果と医療文書

の連携は、NeXEHRS 研究会で策定された FHIR JP 

Core 実装ガイドに準拠し、実証病院に実装する。特

定健診結果の取得は、デジタル庁へマイナポータル

の API 連携を申請する。 

 PHR アプリは、疾患別 UC として慢性疾患 UC と脳

卒中 UC、疾患非特異 UC として薬剤情報登録と医

療文書（診療情報提供書、退院時サマリー）、Patient 

Engagement の推進 UC として電子的患者報告アウト

カム（以下、ePRO）（脳卒中 UC 内に実装）とダイナミ

ックコンセントを開発する。また、PHR 利用者の許可

のもとで医療者や家族が同じ情報を確認できる Web

ビューアの開発を行う。 

 

２．実証実験 

 実証施設は、自治体（福岡市）、病院（九州大学病

院、国際医療福祉大学三田病院・成田病院）・薬局

（福岡市薬剤師会会員）を対象として、それぞれのユ

ースケースを設定し実施する。自治体実証と薬局実

証については、経済産業省・令和４年度ヘルスケアサ

ービス社会実装事業費補助金（株式会社電通代表）

と PHR 福岡プロジェクト（九州大学、福岡市、電通）1

と連携し行う。 

 PHR 基盤とアプリを開発しデータ検証の際に、特定

健診情報が保険者によってマイナポータル上に登録

されていないことが判明した。そのため自治体実証で

は、希望する職員の 2021 年から過去 5 年分の特定

健診情報を PHR 基盤にアップロードし、マイナポータ

ル連携に先んじて特定健診情報の確認と PHR 推奨

設定の体験とする。病院実証では、主治医の紹介と

説明を通して患者を募集し、主に病院検査結果の閲

覧と自己測定、PHR 推奨設定の体験とする。薬局実

証では、かかりつけ薬剤師による紹介と説明を通して

患者を募集し、服薬アドヒアランスの向上を目的とし
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て、主に薬剤情報登録と医療者ビューアを対象とす

る。実証後、利用者に対して PHR 評価と健康管理に

関して、選択式とフリーコメントによるアンケートを実施

する。 

 本研究の実証は九州大学医系地区部局観察研究

倫理審査委員会へ申請する。 

 

Ｃ．研究結果 

１．PHR 基盤 

 PHR 基盤の FHIR 置換と「PHR アプリ−PHR 基盤−

病院電子カルテ」間のインターフェイス実装により、実

証環境を整えた。本基盤は Smart on FHIR 仕様に

基づき利用者、および FHIR クライアントの認証を行う

認証基盤を有している。各実証病院には、電子カル

テから FHIR リソース変換のプログラムを開発し FHIR

クライアントを設置することで、患者属性と検体検査結

果、医療文書を PHR 基盤へ連携した。また医療者・

家族用ビューでは、利用者許可の上で同じ情報を閲

覧することを可能とした（図 1）。 

 

２．PHR アプリケーション 

 表 1 に PHR アプリの 7 つの UC の機能概要と標準

仕様の対応（下線）を図２に PHR アプリ画面イメージ

を示す。 

 1）慢性疾患 

病院検査結果、自己測定（血圧、血糖値、体重）、特

定健診結果を確認することができ、6 臨床学会が策定

した生活習慣病自己管理項目セットの PHR 推奨設

定による正常範囲値やリスク階層別の閾値、閾値に

応じてアラートを表示する機能を実装した。その制御

は JLAC10 設計のため、実証病院の検査項目に対し

て JLAC10 付与を対応した。 

 2）マイナポータル連携 

 マイナポータル上にある特定健診結果情報を連携

し取込むために、デジタル庁が提供する特定健診情

報取得 API と利用者情報登録等 API を活用し実装し

た。取込んだ特定健診結果情報の中で慢性疾患ア

プリの PHR 推奨設定の項目はその対象となる。デジ

タル庁への API 申請手続きについて、承認まで約 1

年かかったが、マイナポータル連携の PHR 研究事業

としては国内初の事例となった。 

 3）薬剤情報登録 

 QR コード（QR 仕様として JAHIS 電子版お薬手帳 

ver2.4 に対応）と手入力による薬剤登録機能を実装し

た。カレンダー機能では利用者が日々の服薬履歴の

登録し、その状況を医療者と家族に共有可能とした。 

 4）脳卒中 ePRO 

 アプリ実装については J-ASPECT Study（飯原弘二

代表）と連携する PROP-J と SAHOT-J Study 参考に

した。PRO 項目は QOL 評価の国際標準である

EuroQol 5 Dimension と自己報告式 mRS を実装し

た。患者の入力タイミングを退院 1 週間後、発症 3 ヶ

月後、発症 6 ヶ月後としてリマインド通知機能も備え

た。医療者ビューでは、患者の PRO 登録情報と診療

情報（処方情報、検体検査結果）を同一画面で確認

でき、PRO 未登録者の抽出機能を実装した。 

 5）診療情報提供書 

 各実証病院では同一ベンダーの病院電子カルテを

利用しているが診療情報提供書はそれぞれ異なる機

能を運用している。両方ともフリーテキストの記録であ

るため FHIR の叙述記録セクションに対して、PDF フ

ァイルとして連携した。PDF ファイルのためピンチアウ

ト操作による拡大表示が可能となった。 

 6）退院時サマリー 

 診療情報提供書と同様に退院時サマリーの記録は

各実証病院で異なる機能を運用していた。パッケー

ジ標準機能を運用している病院では、FHIR の構造情

報セクションで連携できたが、もう一方はテンプレート

機能の運用であり FHIR 構造とマッピングできなかっ

たため、叙述記録セクションの HTML ファイルとして

連携した。 

 7）ダイナミックコンセント 

 臨床研究や商用利用など複数の同意取得に対応

し、オプトイン型とオプトアウト型を設定できる仕組みと

した。入力項目は、同意説明項目の確認チェック

ON・OFF、オプトイン型は同意・非同意（撤回）・保留
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の回答、オプトアウト型は非同意（撤回）の回答とし

た。新たな同意取得の追加や、定期的な同意の確認

にも対応するため、アプリケーションがアンインストー

ルされていないことを検知する機能も実装した。また

端末上で説明動画や同意説明文を確認するために、

外部リンクの設定を可能とした。 

 

３．実証実験 

 2022 年 10 月〜2023 年 3 月末までに、120 名（自

治体実証・福岡市職員 50 名、病院実証・患者 52

名、薬局実証：患者 18 名）に対して PHR アプリのイ

ンストールと実証体験の協力を得た。年齢範囲は 24

歳〜79 歳（中央値 53）であり、男性 78 名（女性 42

名）であった。被験者への研究概要と同意説明文の

説明には動画を用いた。説明からインストールの時間

は約 30〜45 分であり、インストール後にダイナミックコ

ンセントによるオプトインの同意を取得した。 

 比較的実証人数の多い福岡市職員と病院患者に

ついて PHR アプリのアクセス数の集計を行った（脳卒

中 ePRO、診療情報提供書、退院時サマリーは、今回

の実証対象者が少数であったため除外）。各アプリ画

面への訪問した延べアクセス数と訪問した実人数（ユ

ニークアクセス数）のグラフを示す（図 3：自治体実

証、 図 4：病院実証）。端末認証は、全利用者が利用

前に必要な操作である。自治体実証では特定健診結

果、測定・全検査結果のアクセスが多く、病院実証は

測定・全検査結果、自己測定登録、自己測定参照の

アクセスが顕著であった。マイナポータル連携は自治

体実証 20 名、病院実証 10 名が実施されたが、実際

に特定健診情報を取得できたのは福岡市職員 9 名、

病院患者 2 名であった。薬剤情報登録については、

おくすり更新・登録（手入力）よりも、おくすりインポート

（QR コード登録）の方が利用の多いことが確認でき

た。 

 薬局実証では、患者が服薬状況を登録し、その状

況を薬剤師による Web ビューアから服薬アドヒアラン

スを実施した。服薬状況確認シート（福岡市薬剤師会

にて採用）を活用して実証前後で服薬スコアが

20.76%の向上が認められた。服薬実数 98.59%、PHR

アプリへの服薬登録率は 91.47%であり、服薬アドヒア

ランスの向上を確認した。一方で実証薬局 7 施設のう

ち 6 施設でお薬手帳 QR コードが読み込めない事例

が生じ、その原因として JAHIS 電子版お薬手帳 

ver2.4 に対応できていないことが分かった。 

 

４．アンケート評価 

 ユーザビリティ評価としては、アプリを頻繁に使いた

いという肯定的な意見が 7 割程度あったが、アプリの

複雑性、利用に際しサポートが必要であること、一貫

性が無いという意見が大部分を占めた（図 5）。コメント

としては、インストールの時間がかかる、文字が小さ

い、アプリ内の言葉がわかりづらい、数値入力が面倒

である、機能分類に対応したメニューの配置になって

いない、ICT 連携による入力があれば PHR 活用が進

む、が得られた。 

データ活用・有用性としては、自己測定（血圧、多重、

血糖）や病院検査結果や特定健診結果の閲覧、薬剤

登録は健康管理に役立つといった評価が多かった

（図 6）。コメントとしては、他医療機関の情報を確認し

たい、病院検査結果の連携やお薬手帳 QR コードの

読込は便利である、医療者と家族が服薬状況の確認

ができるため安心できる。が得られた。 

健康管理に関する主観的な評価としては、アプリを使

った健康管理や生活習慣としての健康行動に関する

自己効力感について比較的前向きな評価であった

が、「PHR アプリ利用して、自分の健康を管理する自

信がある」項目については、消極的な傾向であった

（図 7）。 

また月額の PHR 利用コストの負担についてヒアリング

したところ、1,000 円未満が大部分を占め、3,000 円

以上は 0 人であった。 

 

Ｄ．考察 

 PHR 基盤の FHIR 置換と FHIR 連携のインターフェ

イス、PHR アプリを開発し、実証実験を行なった。病

院電子カルテデータの連携について、同一ベンダー
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の電子カルテシステムであっても運用の違いにより

FHIR リソースのマッピング作業や JLAC10 登録のた

めの確認に時間を要した。またデータ連携の利用者

間違いを防ぐために、各病院の FHIR 認可サーバへ

事前に利用者を登録する仕組みとした。個人データ

の間違いのない効率的かつ安全なデータ連携の仕

組みの検討が必要である。 

 マイナポータル連携からの特定健診情報は、一部

の利用者により閲覧できないことが判明し、その原因

は各保険者により特定健診実施後から支払基金にデ

ータ登録するまでのタイミングが異なるためと判明し

た。利用者のためのデータの有用性を考えると各保

険者の登録タイミングの検討が必要である。またマイ

ナポータル API 連携は、PHR 研究事業では初であっ

たが、承認までに時間を要した。API 連携の推進のた

めには、申請手続きの迅速化が必要と考える。お薬

手帳では、登録用 QR コードに対応できていない課

題（準拠不足、バージョンが古いなど）が抽出された。

2023 年 1 月より電子処方箋が開始されたが、今後薬

局システムに対してのシステム確認が必要と考える。

診療情報提供書と退院時サマリーは、病院運用やベ

ンダーのパッケージに依存しており、FHIR 叙述セク

ションで対応せざるを得ない項目があった。病院にお

いて医療文書運用の標準化は今後の課題である。ダ

イナミックコンセントは、実証実験を通して有用性を確

認できた。今後の同意取得のために活用が期待でき

る。 

 利用者の評価として、自身の健康増進のために積

極的に病院検査や特定健診情報、薬剤情報を活用

できること、服薬管理は、患者自身の服薬アドヒアラン

ス向上と医療者と家族による状況把握による安心感を

得ることができた。今後、健康情報の共有意識につい

て深掘りする予定である。PHR アプリに対しては、イン

ストール時間、文字の大きさと言葉、機能の配置など

について指摘を受けた。また、PHR アプリに対応する

iOS と Android でインストール手順が異なり、iOS は

管理者側にて PHR 基盤上での登録操作が必要であ

り iOS 利用者のインストール時間の課題が残った。こ

れらについて、操作性改善に向けた検討課題とする。 

 

Ｅ．結論 

 国の政策（データヘルス集中改革プラン、骨太の方

針 2022）に対応した相互運用性と保存性、標準仕

様、UC 策定を考慮した PHR 基盤と PHR アプリを開

発し、実証実験を実施した。国が進める全国医療情

報プラットフォームやマイナポータル、電子処方箋な

どに関連した実証ができ、有用な結果と課題を抽出

できた。今回の評価を通して、関連団体と連携し社会

実装に向けた PHR 基盤の発展と、PHR 業界の健全

な発展により国民の健康増進への寄与を期待した

い。 
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３．その他 

 本研究の成果と福岡プロジェクト（九州大学、福岡

市、電通）の成果を知財結合し「5 者法人（Tsunagu 
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 図 1  PHR 基盤概要 

 

表 1  PHR アプリケーション一覧 

UC 機能概要 データ源 

１）慢性疾患 
病院検査結果を FHIRリソースに変換。 

6臨床学会策定の PHR推奨設定を実装。 

電子カルテ 

自己手入力 

マイナポータル連携 

２）マイナポータ

ル連携 

デジタル庁が提供する特定健診情報取得

APIを実装。慢性疾患 UCへ連携。 
マイナポータル API連携 

３）薬剤情報登録 
QR仕様として JAHIS電子版お薬手帳 

ver2.4に対応。 

QRコード読込 

自己手入力 

４）脳卒中 ePRO 
QOL/PRO国際標準の EuroQol 5 

Dimension を実装。 
自己手入力 

５）診療情報提供

書 
厚労省標準 HL7 FHIR記述仕様に対応。 電子カルテ 

６）退院時サマリ

ー 
厚労省標準 HL7 FHIR記述仕様に対応。 電子カルテ 

７）ダイナミック

コンセント 

複数の研究設定に対応し、オプトイ

ン、オプトアウト機能を実装。 
自己手入力 
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図 2  PHR アプリ画面イメージ 

 

 

図 3 PHR アクセス数（自治体実証） 
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図 4 PHR アクセス数（自治体実証） 

 

 

 

 

図 5  PHR アプリの利用のしやすさについて評価（ユーザビリティ評価） 
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図 6  PHR データ活用・有用性について評価 

 

 

 

 

図 7  健康管理に関する主観的な評価 

 

 


